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【研究のポイント】 

• 東北大学は宮城県と協力し、被災者支援の一環として、震災後から仮設住宅入

居者の健康状態の調査を継続してきました。また、災害公営住宅への転居後も

調査を続けており、このたび、健康状態の推移を明らかにしました。

• 全体として健康状態の悪い者の割合は減少傾向にありますが、高齢者が多く住

む災害公営住宅では主観的健康感の悪い者が多く、入居者が社会参加を通じた

健康状態の維持・増進ができるコミュニティづくりを引き続き進めていく必要

があります。

【研究概要】 

東日本大震災で家を失った方の多くが応急仮設住宅（みなし仮設およびプレハブ

仮設）に入居されました。その後、長期的な住まいとして、自治体は低廉な災害公

営住宅を提供し、多くの方が仮設住宅より転居しました。宮城県では仮設住宅及び

災害公営住宅の入居者を対象に震災後から健康調査を実施してきました。本研究で

は、東日本大震災後の応急仮設住宅及び災害公営住宅の入居者の長期的な健康状態

の推移を明らかにしました。調査期間はみなし仮設住宅：2011～2017年度、プレハ

ブ仮設：2012～2017 年度、災害公営住宅：2015～2017 年度でした。これらの期間

において主観的健康感が各年度・各住居でどのように変化していったのかを性別と

年齢を調整して明らかにしました。 

統計解析の結果、調査対象者全体では調査年度が進むにつれて主観的健康感の悪

い人の割合に減少傾向が見られました。住居別ではみなし仮設住宅入居者に比べて

災害公営住宅入居者では、主観的健康感の悪い人が多いことも明らかになりました。 

本研究結果より、全体として主観的健康感の悪い者の割合は減少傾向にありますが、

高齢者が多く住む災害公営住宅では主観的健康感の悪い者が多く、自治体やコミュニ

ティを中心とした見守り体制の構築や、入居者が社会参加を通じて健康状態を維持・

増進できるようなコミュニティづくりを引き続き進めていく必要があると言えます。 

本研究成果は 2020年 1月に日本公衆衛生学会雑誌第 67巻 1号に掲載されました。 

宮城県内の仮設住宅の入居者の健康状態の推移を明らかに 

：国内で初めての災害公営住宅も含めた長期研究 



 

 

【研究の背景】 

2011年3月に発生した東日本大震災では地震と津波により多くの人々が家を失い、

仮設住宅に入居することとなりました。仮設住宅には大きく2種類があり、プレハブ

を用いた「プレハブ仮設住宅」と民間の賃貸住宅を用いた「みなし仮設住宅」があ

ります。宮城県では震災後からこれらの仮設住宅入居者を対象に健康調査を行って

きました。また、仮設住宅から災害公営住宅への転居も進んでおり、2015年度より

災害公営住宅の入居者に対しても同様の調査を行っています。これまで、長期にわ

たって仮設住宅入居者の健康状態の推移を明らかにした研究はほとんどなく、災害

公営住宅の調査を含めた研究もありませんでした。本研究では宮城県内の仮設住宅

及び災害公営住宅入居者の経年的な健康状態の変化について明らかにしました。 

 

【対象と方法】 

本研究は各年度の調査データを結合して用いた繰り返し横断研究でした。調査期

間はみなし仮設住宅：2011年度～2017年度、プレハブ仮設住宅：2012年度～2017年

度、災害公営住宅：2015年度～2017年度でした。調査は調査票を配布して行い、回

答のあった人の内、20歳以上の人を解析対象に含めました。健康状態の指標として

主観的健康感を用い、入居住宅の種類と調査年度によって異なるかどうかを検討し

ました。本研究では「体調はいかがですか。」という質問に対して、「大変よい」

または「まあよい」と答えた者を主観的健康感が良いとし、「あまりよくない」ま

たは「とても悪い」と答えた者を主観的健康感が悪いとしました。主観的健康感が

悪いことは死亡のリスクの上昇と関連することが多くの研究で明らかになっていま

す。統計解析はロジスティック回帰分析を用い、性別と年齢について統計学的にそ

の影響を除外しました。 

 

【結果】 

対象者は179,255人でした。入居住宅別の各年度における主観的健康感の悪い人の

割合は表1に示すとおりです。主観的健康感の悪い人の割合はみなし仮設住宅入居者

では経年的に減少していましたが、プレハブ仮設住宅入居者においては減少してい

ませんでした。また、災害公営住宅入居者はプレハブ仮設住宅・みなし仮設住宅入

居者に比べて、主観的健康感の悪い人の割合が大きかったです。多変量解析の結

果、調査年度が新しいほど有意に主観的健康感が良くなっていました（p for trend 

<0.001）。また、みなし仮設住宅入居者とプレハブ仮設住宅入居者の間に有意差は

見られませんでしたが、みなし仮設住宅入居者に比べて災害公営住宅入居者では有

意に主観的健康感が悪い者が多かったです。 

 

【結論】 

健康状態の悪い入居者の割合は経年的に減少傾向にありました。しかし、特に災

害公営住宅では健康状態の悪い者の割合が高く、今後も入居者の健康状態をフォロ

ーアップし、適切な介入をしていく必要があると考えられます。 



 
 
 

表１． 入居住宅別の各年度における主観的健康感の悪い人の割合（n = 179,255） 

主観的健康感の 

悪い人の割合 

みなし仮設住宅   プレハブ仮設住宅   災害公営住宅 

n（人） %   n（人） %   n（人） % 

2011 年度 4,705 22.5  ― ―  ― ― 

2012 年度 5,634 19.9  4,006 21.8  ― ― 

2013 年度 4,233 19.0  2,871 20.1  ― ― 

2014 年度 2,877 18.4  2,353 20.9  ― ― 

2015 年度 1,855 17.9  1,503 22.0  1,274 25.6 

2016 年度 784 17.6  847 21.9  1,366 23.5 

2017 年度 358 18.9   262 22.3   2,150 24.3 
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